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主 税 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）特別会計 

地方消費税清算会計 

（３）財  産 

 

２ 実地審査場所 

  主 税 局 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、主税局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収

支に関する調書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率

都          税     4,566,398,909     4,599,592,666        33,193,757      100.7 

地 方 譲 与 税        66,967,742        67,066,920             99,178     100.1 

助 成 交 付 金            19,188            20,736              1,548      108.1 

使用料及手数料           405,037            391,629   △        13,407     96.7 

財 産 収 入               206               399                193      193.7 

繰  入  金             1,000                23  △           976       2.3 

諸  収  入         9,762,735        10,425,242           662,507     106.8 

計     4,643,554,817     4,677,497,617          33,942,800      100.7 

 

歳入は、第１款都税ほか６款であり、予算現額４兆６，４３５億５,４８１万余円、収入済額

４兆６,７７４億９，７６１万余円、比較増額３３９億４，２８０万余円、収入率１００．７％

である。 

歳入の主な内容は、 

・都税のうち、法人都民税８，６２１億８，２９０万余円、法人事業税１兆２,３１６億６，２

４４万余円、固定資産税１兆９８億３，１２７万余円である。 

なお、第１款都税(項：都民税ほか１２項)において、不納欠損額（２１８億７，９９２万余

円）及び収入未済額（１，０４３億２，３１９万余円）が、第１２款諸収入(項：延滞金及加算

金)において、不納欠損額（１６億６，４９６万余円）及び収入未済額（４６億４４４万余円）

が生じている。 

 

イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

徴   税   費    75,951,138    72,989,116             0   2,962,021     96.1 

諸 支 出 金    97,692,050    87,356,004             0  10,336,045     89.4 

計   173,643,188   160,345,121             0  13,298,066     92.3 

 

歳出は、第３款徴税費及び第１６款諸支出金の２款で５項９目に区分し執行しており、予算

現額１，７３６億４，３１８万余円、支出済額１，６０３億４，５１２万余円、不用額１３２

億９，８０６万余円、執行率９２．３％である。 
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徴税費の主な執行内容は、 

・一般管理事務関係職員の給与等に要したもの 

        （項）徴税管理費   （目）管理費         １４３億３，５３２万余円 

・都税賦課事務関係職員の給与等に要したもの 

        （項）課税費     （目）管理費          １８０億３１７万余円 

・都税徴収事務関係職員の給与等に要したもの 

        （項）徴収費     （目）管理費          ９２億８，０１４万余円 

・個人都民税徴収取扱等に対する交付金等に要したもの 

（項）徴収費     （目）徴収事務費        ２８４億２１７万余円 

諸支出金の主な執行内容は、 

・都税の過誤納に係る還付金等に要したもの 

（項）諸費      （目）過誤納還付金       ８５３億２７９万余円 

である。 

 

 （２）地方消費税清算会計 

ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率

地 方 消 費 税      804,502,000      771,347,419  △   33,154,580      95.9 

諸  収  入      233,759,000      236,079,211        2,320,211     101.0 

繰  越  金      112,615,000       97,293,560  △   15,321,439        86.4 

計    1,150,876,000    1,104,720,190  △   46,155,809      96.0 

 

歳入は、第１款地方消費税ほか２款であり、予算現額１兆１，５０８億７，６００万円、収

入済額１兆１，０４７億２,０１９万余円、比較減額４６１億５，５８０万余円、収入率９６．

０％となっている。 

歳入の主な内容は、 

・地方消費税                       ７，７１３億４，７４１万余円 

・諸収入のうち、清算によって他の道府県から払込まれる地方消費税清算金収入 

２，３６０億７，９１８万余円 

である。 

 

イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

地方消費税清算費  1,039,702,000  1,007,063,267            0   32,638,732    96.9 
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歳出は、第１款地方消費税清算費で１項３目に区分し執行しており、予算現額１兆３９７億

２００万円、支出済額１兆７０億６,３２６万余円、執行率９６．９％である。  

主な執行内容は、 

・消費地と課税地を一致させるための調整に係る関係道府県との清算に要したもの 

（項）地方消費税清算費（目）地方消費税清算金 ６，４７５億２，７６８万余円 

・地方消費税収入額の清算後における一般会計への繰出金に要したもの 

（項）地方消費税清算費（目）一般会計繰出金  ３，５６７億７，３７９万余円 

である。 

 

２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

土     地 

建     物 

出資による権利 

２ 物  品 

 

     53,144.23 ｍ２

       107,055.91 ｍ２

      300,200,000 円

           １４５ 点

 

        52,937.11 ｍ２ 

 

       107,055.91 ｍ２ 

 

      300,200,000 円 

           １４６ 点 

 

     207.12 ｍ２

              0 ｍ２

              0 円

△       １点

 

主税局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の増加は、小平都税支所の敷地の一部（２０７．１２ｍ２ 

 ）の登載漏れを修正したこと

によるもの 

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


